
下 水 道 事 業 会 計 予 算



　



　議案第３９号

　（総則）

第１条　令和８年度藤岡市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）接続戸数 戸

（２）年間有収水量 ㎥

（３）一日平均有収水量 ㎥

（４）主な建設改良事業 

　　　　管渠建設改良費 千円

　　　　流域下水道建設負担金 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下 水 道 事 業 収 益 千円 　第１款　下 水 道 事 業 費 用 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 　　第１項　営 業 費 用 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円 　　第２項　営 業 外 費 用 千円

　　第３項　特 別 損 失 千円

　　第４項　予 備 費 千円

令和８年度藤岡市下水道事業会計予算

８,８５０

１,８２５,９７３

５,００３

５４６,３７３

２６,８４８

収　　　　　　入 支　　　　　　出

７２９,４９３ ６３２,４５５

３４７,８６６ ５７１,５５６

３８１,６２７ ５９,８６１

３８

１,０００
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１７６，５３１千円は、当年度分

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額１３，４４７千円、過年度分損益勘定留保資金１０１，７３６千円、当年度分損益勘定留保資金６１，

　３４８千円で補てんするものとする。）。

　第１款　資 本 的 収 入 千円 　第１款　資 本 的 支 出 千円

　　第１項　企 業 債 千円 　　第１項　建 設 改 良 費 千円

　　第２項　負 担 金 千円 　　第２項　企 業 債 償 還 金 千円

　　第３項　補 助 金 千円 　　第３項　水 洗 化 改 造 貸 付 金 千円

　　第４項　水洗化改造貸付金償還金 千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

収　　　　　　入 支　　　　　　出

７１０,０２８ ８８６,５５９

３１３,６００ ５７３,２２１

５,１１１ ３１２,９７８

３９１,２９７ ３６０

２０

事　　　項 期　　　間 限　度　額

ＪＲ軌道下下水道整備委託費 令和９年度～令和１０年度 １,０００,０００ 千円

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

公共下水道事業 ２９１,６００

流域下水道事業 ２２,０００

計 ３１３,６００

証書借入
又は

証券発行

　年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式

で借り入れる政府資金・地方
公共団体金融機構及び銀行そ
の他の資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率。）

　政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合には、その債権
者と協定するものによる。
　ただし、企業財政の都合により据置期
間及び償還期限の短縮、若しくは繰上償
還又は低利に借換することができる。
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　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　下水道事業費用の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

　は、議会の議決を経なければならない。

（１）職 員 給 与 費 千円

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業に充てるため、他会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３９８，０７７千円である。

　　令和８年２月２７日提出

　　令和８年３月１９日可決

６３,２９３

藤岡市長　　新　井　雅　博　　



　



下水道事業会計予算に関する説明書



　



令和８年度藤岡市下水道事業会計予算実施計画　･･･････････････････････････････････････････････････････ ４

令和８年度藤岡市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　･･･････････････････････････････････････ ８

給与費明細書　･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ９

債務負担行為に関する調書　･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ １６

令和８年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表　･････････････････････････････････････････････････････････ １７

令和７年度藤岡市下水道事業予定損益計算書　･････････････････････････････････････････････････････････ ２３

令和７年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表　･････････････････････････････････････････････････････････ ２５

予　算　に　関　す　る　説　明　書



　収　　入 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 下水道事業 729,493

収益 １ 営業収益 347,866

１ 下水道使用料 216,060 下水道使用料収入（課税）

２ 他会計負担金 131,198 他会計負担金（不課税）

３ その他の営業収益 608 指定工事店指定証交付手数料（非課税）

２ 営業外収益 381,627

１ 賃貸料 102 施設使用料（課税及び非課税）

２ 他会計補助金 58,209 他会計補助金（不課税）

３ 消費税及び地方消費税還付金 6,707 消費税及び地方消費税の還付

４ 長期前受金戻入 316,579 長期前受金の収益化（不課税）

５ 雑収益 30 排水設備台帳売捌代、複写機使用料（課税）

令和８年度藤岡市下水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

款 項 目
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　支　　出 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 下水道事業 632,455

費用 １ 営業費用 571,556

１ 管渠費 24,705 下水道管渠の維持管理費用

２ 流域下水道維持管理費 122,222 利根川上流流域下水道（県央処理区）維持管理費負担金

３ 総係費 31,490 一般管理費

４ 減価償却費 393,139 資産の減価償却費（不課税）

２ 営業外費用 59,861

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 59,861 企業債利息（非課税）

３ 特別損失 38

１ 過年度損益修正損 38 減免等に伴う調定減（課税）

４ 予備費 1,000

１ 予備費 1,000

款 項 目
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　収　　入 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 資本的収入 710,028

１ 企業債 313,600

１ 企業債 313,600 公共下水道事業債、流域下水道事業債（不課税）

２ 負担金 5,111

１ 受益者負担金 5,111 下水道事業受益者負担金（不課税）

３ 補助金 391,297

１ 国県補助金 182,627 下水道整備事業補助金（不課税）

２ 他会計補助金 208,670 他会計補助金（不課税）

４ 水洗化改造貸 20

付金償還金 １ 水洗化改造貸付金償還金 20 水洗化改造貸付金償還金（不課税）

（資本的収入及び支出）

款 項 目
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　支　　出 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 資本的支出 886,559

１ 建設改良費 573,221

１ 管渠建設改良費 546,373 管渠築造費

２ 流域下水道建設負担金 26,848 利根川上流流域下水道（県央処理区）建設負担金

２ 企業債償還金 312,978

１ 企業債償還金 312,978 企業債償還金（不課税）

３ 水洗化改造貸 360

付金 １ 水洗化改造貸付金 360 水洗化改造貸付金（不課税）

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益
　（２）減価償却費
　（３）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（４）長期前受金戻入額
　（５）引当金の増減額　（△は減少）
　（６）受取利息及び受取配当金
　（７）支払利息
　（８）未収金の増減額　（△は増加）
　（９）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（10）未払金の増減額　（△は減少）
　（11）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（12）利息及び配当金の受取額
　（13）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）他会計負担金等による収入
　（３）国庫補助金等による収入
　（４）貸付金の償還による収入
　（５）貸付金による支出
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

令和８年度藤岡市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位　円）

77,884,156
393,139,000
△ 99,000

△ 316,579,000
△ 16,000

0
59,861,000

△ 12,652,552
0

△ 8,320
0

201,529,284
0

△ 59,861,000
141,668,284

△ 531,839,094
4,792,459

366,909,543
20,000

△ 360,000
△ 160,477,092

313,600,000
△ 312,977,143

0
622,857

△ 18,185,951
94,666,945
76,480,994
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１　総括 （単位　千円）

特別職 一般職

（人） （人）

(　)

8

(　)

7

(　)

1

　（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の職員数

（単位　千円）

特殊勤務 時間外勤務
手　　当 手　　　当

本年度 996 328 312 4,106 1,970 7,146 6,354 21,212

前年度 996 202 312 3,199 2,080 6,259 5,637 18,685

比　較 0 126 0 907 △ 110 887 717 2,527

　（注）・　本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，６４１千円が含まれる。

　　　　・　本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額３２６

　　　　　千円が含まれる。

給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数 給　　　　与　　　　費

区　　　　分 法定福利費 合　計
報　酬 給　料 手　当 退職給付費 計

本年度 31,668 21,212 52,880 10,413 63,293

前年度 28,204 18,685 46,889 9,351 56,240

比　較 3,464 2,527 5,991 1,062 7,053

手当の
内　訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 計
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２　 給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額（千円） 説　　　　明

給　料 3,464 給与改定に伴う増減分 1,012 平均改定率3.3％

普通昇給に伴う増加分 80 平均昇給率1.01％

その他の増減分 2,372 構成の変動等

手　当 2,527 制度改正に伴う増減分 144 期末勤勉手当支給率の引上げ

（引上率0.05月）

その他の増減分 2,383 構成の変動等

増減事由別内訳（千円） 備　　　　　考
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３　 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

平均給料月額 （円） 328,812

平均給与月額 （円） 394,496

平均年齢 （歳） 39.1

平均給料月額 （円） 334,914

平均給与月額 （円） 397,244

平均年齢 （歳） 42.8

（２）初任給

高　校　卒 200,300 200,300

短　大　卒 213,100 213,100

大　学　卒 232,000 232,000

高　校　卒 188,000 188,000

短　大　卒 201,000 201,000

大　学　卒 220,000 220,000

区　　　　　　　分 行政職

一般会計の制度

行政職（円）

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

区　　　分 学　歴 行政職（円）

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在
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（３）級別職員数

級 職員数(人)

８　級

７　級

６　級 1

５　級 1

４　級 1

３　級 3

２　級 1

１　級 1

計 8

８　級

７　級

６　級 1

５　級 2

４　級 1

３　級 1

２　級 1

１　級 1

計 7

　（　）内は、暫定再任用職員の支給率

行 政 職

構成比(％) 標準的な職務内容

12.5 　課長

12.5 　課長補佐

12.5 　係長

37.5 　係長代理

12.5 　主任

12.5 　技師

100.0

14.3 　課長

28.5 　課長補佐

14.3 　主査

14.3 　係長代理

14.3 　主任

14.3 　主事

100.0

区 分

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在
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（４）昇給

（人）

（人）

２ 号 給 （人）

３ 号 給 （人）

４ 号 給 （人）

（％）

（人）

（人）

２ 号 給 （人）

３ 号 給 （人）

４ 号 給 （人）

（％）

区　　　　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

　職　　員　　数　 (A) 8

　昇給に係る職員数 (B) 8

2

6

比　率 （B）／（A） 100.0

　職　　員　　数　 (A) 7

　昇給に係る職員数 (B) 7

1

1

5

比　率 （B）／（A） 100.0

令和８年１月１日現在 号給数別
内　　訳

令和７年１月１日現在 号給数別
内　　訳
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（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

１２月

　（　）内は、暫定再任用職員の支給率

区　　　　　　　　　分 行　政　職

支給期別支給率（月分）

６月

　給料総額に対する比率 （％）

　支給対象職員の比率
　（令和８年１月１日現在）

（％）

　支給対象職員１人当たり平均支給月額 （円）

　特殊勤務手当の名称

区　　　　　分 支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　考

本　　年　　度 2.325 2.325 4.65 有

前　　年　　度 2.3 2.3 4.6 有

一般会計の制度 2.325 2.325 4.65 有
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（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

一般会計の制度

（支 給 率 等）

（８）その他の手当

区　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

区　　　分 その他の加算措置等 備　　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ

24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ

扶　養　手　当 同　　　　じ

住　居　手　当 同　　　　じ

通　勤　手　当 同　　　　じ
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（単位　千円）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

令和９年度から 損益勘定留保資金等

令和１０年度まで 1,000,000

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

前年度末までの支払義務発生(見込)額 当該年度以降の支払義務発生予定額
事　　項 限度額 左の財源内訳

ＪＲ軌道下下水道整備委託費 1,000,000 1,000,000
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１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　施設利用権

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

（３）　投 資 そ の 他 の 資 産
　　　イ　長期貸付金

　　　　投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和８年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和９年３月３１日）

（単位　円）
資　　産　　の　　部

18,424,188
18,539,151,505

△ 8,434,085,923 10,105,065,582
181,838,558

△ 95,281,941 86,556,617
4,206,653

△ 3,506,674 699,979
1,340,400,540

11,551,146,906

714,299,768

714,299,768

690,000

690,000

12,266,136,674
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２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

76,480,994

22,821,002
6,707,064

0
△ 3,897,333 25,630,733

102,111,727

12,368,248,401
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３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

　　　固 定 負 債 合 計

４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金
　　　　そ の 他 流 動 負 債 合 計

　　　　流 動 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,054,440,447
4,054,440,447

4,054,440,447

305,171,414
305,171,414

312,840
0
0

312,840

4,543,000
902,000

5,445,000

27,550
27,550

310,956,804
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５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

６　資 本 金
　　　　資 本 金

７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

10,895,830,689
△ 5,233,416,136

5,662,414,553

10,027,811,804

資　　本　　の　　部

2,106,708,146

13,011,951

13,011,951

0
220,716,500

220,716,500

233,728,451

2,340,436,597

12,368,248,401
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　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　令和２年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　５０年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　　 　　 ２０年

　　　　　　車両運搬具　　　　　　　 　　 ３～５年

　（２）　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　施設利用権　　　　　　　　　　　４５年

　２　引当金の計上方法

　（１）　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）　賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月

　　　までの４ヶ月分）を計上している。

　（３）　法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（４）　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると

　　見込まれる額は、３，５５２，５７６千円である。

Ⅲ．その他の注記

　引当金の取崩し

　（１）　賞与引当金の取崩し

　　　　令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として１３，４８２千円を支給することとなったため、賞与引当金４，５５６千円を取り

　　　崩した。

　（２）　法定福利費引当金の取崩し

　　　　令和８年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として２，６７８千円を支給することとなったため、法定福利費引当金

　　　９０５千円を取り崩した。

　（３）　貸倒引当金の取崩し

　　　　令和８年度において、債権の不納欠損による損失１００千円に充てることとなったため、貸倒引当金１００千円を取り崩した。
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１　営 業 収 益
（１）　下 水 道 使 用 料
（２）　他 会 計 負 担 金
（３）　そ の 他 の 営 業 収 益

２　営 業 費 用
（１）　管 渠 費
（２）　流 域 下 水 道 維 持 管 理 費
（３）　総 係 費
（４）　減 価 償 却 費

　　　営 業 損 失

３　営 業 外 収 益
（１）　賃 貸 料
（２）　他 会 計 補 助 金
（３）　長 期 前 受 金 戻 入
（４）　雑 収 益

４　営 業 外 費 用
（１）　支払利息及び企業債取扱諸費
（２）　雑 支 出

　　　経 常 利 益

令和７年度藤岡市下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位　円）

192,311,820
62,507,000
1,209,000 256,027,820

14,610,557
112,730,000
30,262,558
388,344,000 545,947,115

289,919,295

92,728
97,965,000
332,425,000

40,117 430,522,845

57,517,000
1,452,077 58,969,077 371,553,768

81,634,473
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５　特 別 損 失
（１）　過 年 度 損 益 修 正 損
（２）　そ の 他 特 別 損 失

　　　当 年 度 純 利 益

　　　前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

　　　当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

47,273
0 47,273 △ 47,273

81,587,200

61,245,144

142,832,344
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１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　施設利用権

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

（３）　投 資 そ の 他 の 資 産
　　　イ　長期貸付金

　　　　投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和７年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和８年３月３１日）

（単位　円）
資　　産　　の　　部

18,424,188
18,041,254,590

△ 8,107,673,923 9,933,580,667
172,287,652

△ 87,953,941 84,333,711
4,206,653

△ 3,356,674 849,979
1,340,416,540

11,377,605,085

749,141,495

749,141,495

350,000

350,000

12,127,096,580
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２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

94,666,945

13,150,018
3,725,496

0
△ 3,996,333 12,879,181

107,546,126

12,234,642,706
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３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

　　　固 定 負 債 合 計

４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金
　　　　そ の 他 流 動 負 債 合 計

　　　　流 動 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,046,011,861
4,046,011,861

4,046,011,861

312,977,143
312,977,143

321,160
0
0

321,160

4,556,000
905,000

5,461,000

27,550
27,550

318,786,853
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５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

６　資 本 金
　　　　資 本 金

７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

10,524,128,687
△ 4,916,837,136

5,607,291,551

9,972,090,265

資　　本　　の　　部

2,106,708,146

13,011,951

13,011,951

0
142,832,344

142,832,344

155,844,295

2,262,552,441

12,234,642,706
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　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　令和２年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　５０年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　　 　　 ２０年

　　　　　　車両運搬具　　　　　　　 　　 ３～５年

　（２）　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　施設利用権　　　　　　　　　　　４５年

　２　引当金の計上方法

　（１）　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）　賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月

　　　までの４ヶ月分）を計上している。

　（３）　法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（４）　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると

　　見込まれる額は、３，６６４，３４９千円である。

Ⅲ．その他の注記

　引当金の取崩し

　（１）　賞与引当金の取崩し

　　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として１２，５５２千円を支給することとなったため、賞与引当金４，０３６千円を取り

　　　崩した。

　（２）　法定福利費引当金の取崩し

　　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として２，４５６千円を支給することとなったため、法定福利費引当金

　　　７９６千円を取り崩した。

　（３）　貸倒引当金の取崩し

　　　　令和７年度において、債権の不納欠損による損失２１３千円に充てることとなったため、貸倒引当金２１３千円を取り崩した。
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